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１．はじめに 

  
近年，多くの地方民営鉄道では，モータリゼーショ

ンの進展によって増加した自動車と比較して，サービス

水準が相対的に低いために，利用者が減少し，存続の危

機に陥っている．熊本電鉄においても例外ではない．熊

本電鉄は，熊本市と隣接する西合志町を結ぶ地方鉄道で，

総延長 9.7km，単線・狭軌，最小運行間隔が 15 分，表

定速度は 22.4km/h であり，現行ではこれ以上の輸送サ

ービスを提供することは不可能である．また，終点の藤

崎宮駅が都心部から約 1km 離れており，利用者にとっ

て都心部へのアクセスや市電やバスへの乗換え利便性が

極めて低いのが現状である． 
その打開策として，平成 16 年 6 月に図－１に示すよ

うな軌道を延伸して熊本市電への乗り入れ，システムの

LRT 化を骨子とした鉄道活性化計画を提案し，公表し

た．この計画は，併設されている熊本電鉄のバス路線を

LRT の駅を結節点とするフィーダーバス路線網に再編

するという総合的な公共交通網の再編を目指している．

また，中心市街地への公共交通乗り入れや沿線の TOD，

IC による導入など，まちづくりやソフト施策との連携

も考慮した計画となっている．一方，この計画案が実施

できない場合，熊本電鉄は鉄道事業を廃止し，バスで代

替する計画を発表している． 
 本研究では，上記の2つの代替案について，どれほど

の利用需要を獲得できるか，利用者の自動車からの転換

によって道路交通混雑の緩和にどれほど貢献できるかな

どを事前に予測する．また，これらの結果を用いて，本

事業がどれほどの社会的便益を生み出すか，また事業採

算性は有るのかなど，社会経済的効率性と財務の両方に

関する検討を行うことを目的とする． 
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２．公共交通の利用実態と意識に関する調査 

 

熊本電鉄が走る旧西合志町とその他の沿線地域(熊本

市北部地域，菊池市，旧合志町，菊陽町，旧泗水町)を
対象に平成16年10月に公共交通の利用実態と意識に関す

る調査を行なった．本調査は1)世帯票，2)通勤・通学票，

3)買い物・習い事票の3種類の調査票から構成されてお

り，2)と3)を各世帯2部ずつ配布した．対象者は，それ

ぞれ通勤・通学，買い物や習い事・通院などの日常目的

で熊本市へ出かけている方である．調査内容は，社会経

済属性，交通手段，所要時間，費用などの現在の利用交

通実態，また代替の交通手段と所要時間，費用等である．

配布方法は旧西合志町では町から全戸約12,000世帯に郵

送で，その他の地域では調査員が2,000世帯に手渡し配

布した．回収はすべて郵送で行い，回収数は通勤・通学

票が1,391，買い物・習い事票が3,095であった． 

 

３．交通需要の予測 

 

（１）熊本電鉄利用需要の予測手順 

 熊本電鉄の需要予測フローを図－２に示す．まず，前

章の調査から得られたサンプルを用いて，交通目的別の

非集計型手段選択モデルを推定する．それを用いて，各

サンプルが属する母集団を第３回熊本都市圏パーソント
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図－１ LRT 化計画案 



図－２ 交通需要予測のフロー 
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　熊本電鉄の鉄道とバス路線網案

・現況案
・LRT化＋フィーダーバス再編案
・鉄道廃止＋代替バス案

表－１ 通勤・通学目的の手段選択モデル 

t値 説明変数 パラメータ 

バスダミー -1.671  -5.90  
熊電ダミー -0.817  -3.45  
所要時間（分） -0.025  -5.21  
自動車の駐車場料金（円/月） 

リップ調査の C ゾーン単位の OD ペア間交通量と仮定

し，数え上げ法を用いて，自動車，公共交通それぞれの

機関別OD 交通需要を推計する．得られた公共交通利用

OD 交通需要を以下に示す 3 種類の公共交通ネットワー

クに配分する．1)現況の熊本電鉄，市電，JR と熊本電

鉄を含むすべてのバス事業者が設定したバスから構成さ

れるネットワーク(現況ネットワーク)，2)熊本電鉄の軌

道を延伸して市電へ乗り入れ，システムは LRT 化され，

従来の熊本電鉄バス路線網は主要な駅へのフィーダー化

を図るために再編されたネットワーク(LRT 化ネットワ

ーク)，3)鉄道を廃止し，その分を新たなバス路線網で

代替するネットワーク(バス代替ネットワーク)．以上よ

り，各代替案の鉄道とバスの路線ごとの利用需要を推計

する． 
 

（２）交通手段選択モデルの推定   

 通勤・通学，日常の目的別に手段選択モデルの推定を

行った．モデルは自動車と公共交通(バスと熊本電鉄)を
選択肢とする2項ロジットモデルである．それぞれのモ

デルの推計結果を表－１，表－２に示す．両モデルとも

に説明変数の t 値， 値より統計的有意性，適合性と

もに高い．また，将来の年齢構成の変化による分担需要

の変動を考慮するため，通勤・通学目的では2つ，日常

目的では3つの年齢別ダミー変数を導入した．時間評価

値については，日常目的のモデルの「所要時間」と「バ

ス・熊電料金」のパラメータ値による選好接近法から

30.0 円/分と算出される．よって，これをすべての交通

目的の時間評価値として以後の分析を進める． 

2ρ

 

（３）交通目的別交通機関別分担ＯＤ需要の推計 

PT 調査に整合した表－３に示す交通手段，交通目的

の区分にごとに，道路網と公共交通路線網に配分するパ

ーソントリップベースのOD 交通需要を推計する．現況

と LRT 化計画実施後の将来の便益を比較するのに用意

されるべき交通目的別交通機関別のOD交通需要を表－

４に示す．このうち，現況の交通需要は第３回熊本都市

圏 PT 調査マスターデータの集計より，将来の交通需要

は（１）で述べたサンプル毎の交通手段別選択確率の予

測値の集計化結果から得ることができる．ただし，業務

-0.000178  -10.60  
30歳未満ダミー（自動車） -1.040  -3.42  
サンプル数 587 

2ρ 値 0.388 
 
 

表－２ 日常目的の手段選択モデル 

t値 説明変数 パラメータ 

バスダミー -1.499  -5.24  
熊電ダミー 0.668  2.67  
所要時間（分） -0.0280  -7.30  
自動車の駐車場料金（円/回） -0.000498  -2.16  
バス・熊電料金（円/片道） -0.00100  -2.39  
30歳未満ダミー（自動車） -0.648  -2.96  
60歳以上ダミー（自動車） -1.241  -5.99  
サンプル数 872 

2ρ 値 0.218 

 

 
表－３ 交通手段，交通目的の区分 

1)普通自動車 タクシー・ハイヤー，軽自動車，乗用車

2)貨物車 貨物自動車，自家用バス・貸切バス 
交
通
手
段 3)公共交通機関 路線バス，高速バス，市電，JR，熊本電

鉄 
通勤先へ，通学先へ 1)通勤通学 

2)私用 
買い物，社交・娯楽・食事・レクリェー
ションへ，その他の私用（送迎・通院・
習い事など） 交

通
目
的 

3)通勤通学からの帰宅 通勤通学から自宅 

4)私用からの帰宅 私用から自宅 

5)業務 
販売・配達・仕入・購入先，打ち合わ
せ・会議・集金・往診，作業・修理へ，
農林漁作業，その他の業務 

 

表－４ 用意すべき交通目的別交通機関別OD表 
    交通機関 

交通目的 
普通自動車 貨物車 公共交通 

機関 

1)通勤通学 現況/将来 現況/－ 現況/将来 
2)私用 現況/将来 現況/－ 現況/将来 
3)通勤通学からの帰宅 現況/将来 現況/－ 現況/将来 
4)私用からの帰宅 現況/将来 現況/－ 現況/将来 
5)業務 現況/－ 現況/－ 現況/－ 
注）現況/将来は現況 OD 表と将来 OD 表を用意すること，現況/－は

将来OD 需要には変化がなく，将来配分にも現況OD 交通需要を用い

ることを意味する 
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目的交通と貨物車交通については，LRT 化計画の実施

によって分担需要に大きな変動が生じるとは考えられな

いので，LRT 化後の OD 需要も現況のままとして配分

を行った．また，鉄道廃止バス代替計画案については，

すべての交通目的，交通機関のOD 交通需要が現況のま

ま維持されると仮定した． 

)(

)(
)()(

1
1

−
+ ⋅= k

CAR

k
CARk

CAR
k

CAR T
Ttt

所要時間の更新

LRT 化計画実施後の機関別分担需要の推計を行うた

めには，手段選択モデルの推定に用いたサンプルに対し

て，計画実施後の LOS 値を設定する必要がある．手段

選択モデルには自動車の駐車場料金とバス・熊本電鉄料

金，所要時間という LOS 変数を導入している．自動車

の駐車場料金は LRT 化計画の実施後も現況値のままと

仮定できる．また，公共交通機関の料金と所要時間は，

後述する公共交通機関ネットワークへの配分システムか

ら一意に得られる．しかし，自動車については LRT へ

の転換需要量に応じて配分交通量が変化するのでリンク

所要時間も変化する．そこで，機関分担と配分の予測ス

テップを繰り返して，需要と所要時間の近似的な均衡値

を算出する方法を導入した．そのアルゴリズムを図－３

に示す．自動車，公共交通機関それぞれのOD 需要をネ

ットワークへ配分した結果として，OD ペア毎の所要時

間が出力されるが，このうち自動車の所要時間を用いて，

繰り返し計算の1回前の所要時間と比較する収束判定を

行う．判定を満たしていない場合，その変化率を手段選

択モデルのサンプルである個人毎の所要時間に乗じるこ

とによって，個人毎の所要時間の更新を行う．このプロ

セスを収束判定を満たすまで繰り返すことにより，LRT
化計画実施後の機関別分担需要と所要時間の均衡値を推

計する． 

図－３ 機関別均衡分担需要の推計アルゴリズム 

 

（４）交通ネットワークへの配分 

 作成された自動車・貨物車と公共交通機関の目的別

OD 交通需要を，道路ネットワーク，公共交通ネットワ

ークそれぞれに配分し，前述の繰り返し計算を行う．道

路ネットワークは PT 調査で設定されている熊本都市圏

全体の道路網であり，配分手法は確定的利用者均衡配分

である． 
一方，公共交通機関利用OD 需要は，公共交通機関ネ

ットワークに一括して配分する．配分には徒歩時間や乗

り換え，待ち時間など公共輸送固有のサービス属性の詳

細な設定が可能な JICA STRADA を用いた．JICA 
STRADA は個々のバス路線を個別にネットワークに設

定し，集計型ロジットモデルによってその路線網の中の

一般化費用が小さい順に複数の利用可能経路に配分する

ことが可能である．ここでは約400のバス路線を設定し

ている．さらに，公共交通機関相互の乗り継ぎ料金の有

無設定などの機能があり，料金施策などの政策シミュレ

ーションを容易に実行することができる．  

（５）現況再現性の検証 

 公共交通機関の配分結果の現況再現性を検証するため

に，現況の公共交通機関利用OD 需要を現況ネットワー

クに配分して得られた熊本電鉄の鉄道，バスの路線別輸

送人員と運送収入の推定値を実績値と比較した．実績値

は H16 年度の実績値を 1 日当たりに換算した値を用い

ている．輸送人員，運送収入それぞれの相関係数は 0.95，
0.90 となり，配分結果の現況再現性は高いと考えられる． 
一方，自動車については，現況の自動車，貨物車利

用OD需要を道路ネットワークに配分し，出力された断

面交通量の推定値をH11年道路交通センサス１）の実測値

と比較した．無作為に抽出した10断面のリンク交通量の

比較を行った結果，相関係数は0.94となり，自動車の配

分交通量の現況再現性も高いといえる．以上より，本需

要予測システムはもとより，道路ネットワーク，公共交

通機関ネットワーク，およびJICA STRADAの各種パラ

メータの設定値は概ね妥当と考えられる．よって，これ

らの設定値の下で，LRT化ネットワークとバス代替ネッ

トワークにおける交通需要予測を行う． 
 

（６）公共交通機関利用交通需要の予測結果 

交通目的別に推計された LRT 化計画の実施による自

動車から熊本電鉄への転換率を図－４に示す．通勤・通

学目的で約 280 トリップ/日（15％），私用目的で約

190 トリップ/日（45％），全目的では約 950 トリップ/
日（25％）の自動車からの転換需要が見込まれる． 
図－５に LRT 化ネットワークへの配分より得られた

LRT の駅間利用需要を示す．LRT 化後の熊本電鉄の利

用需要は全区間で約 24,000 となった．また，フィーダ

ーバス路線の集約駅となる新須屋駅の乗降客数は 2,500
と推計される．現況の同駅の乗降客数が190であること

から，LRT 化計画によってバスから LRT への乗換え需

要が多数，発生することがわかる． 
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表－６ 計画案の便益推計額の比較（億円/年） 

 LRT化計画案 鉄道廃止案 

利用者便益 25.47  -5.34  
  熊本市中心部 (4)  7.72  -1.23  
  旧西合志町 (5）  3.86  -2.09  
  熊本市沿線地域 (7)  2.77  -0.36  
  旧合志町 (7)  1.70  -0.12  
  旧泗水町 (4)  0.40  -0.14  
  菊陽町 (7)  1.12  -0.06  

供給者便益 1.66 0.28  

環境等の改善便益 3.01  －  

合 計 30.14 -5.06  

４．費用対効果分析 

  
（１）各種便益額の算出 

前章の交通需要予測の結果を基にLRT化計画案，鉄道

廃止バス代替計画案の費用対効果分析を行った．このと

きのwithoutケースは現況，withケースはLRT化計画案と

鉄道廃止バス代替案の2つである．便益額の推計は鉄道

プロジェクトの費用対効果分析マニュアル99２） 

に準拠して行った．計測する便益項目を表－５に示す．  
それぞれの計画案に対する各種便益推計額の結果を

表－６に示す．利用者便益は都市圏全域で LRT 化計画

案では25.47 億円/年の正の便益が発生する一方で，鉄道

廃止バス代替計画案では 5.34 億円/年の負の便益となる．

供給者便益は，LRT 化計画案が 1.66 億円/年，鉄道廃止

案が 0.28 億円/年と共に正の便益となる．また，LRT 化

計画案の環境等改善便益は 3.01 億円/年となった．以上

より，総便益は，LRT 化計画案が 30.1 億円/年の正の便

益，一方，鉄道廃止バス代替計画案では5.1 億円/年の負

の便益が発生する． 

  
（２）ＬＲＴ化計画案の費用対効果分析 

LRT 化計画案の建設期間は 3 年で，平成 18 年度に建

設を開始し，平成 21 年度に供用を開始する．また，費

用は，平成 18 年度に 3.38 億円の調査設計費，平成 19
年度に 36.43 億円の車両購入費等，平成 20 年度に 71.26
億円の延伸工事費等が投入される．また，平成 37 年度

に維持補修などの費用として 0.30 億円を計上した．一

方，便益は毎年同額が発生すると仮定する．以上の設定 
下で 30 年間の費用便益分析を行なった．算出された総

便益額，総費用額の現在価値は，それぞれ 437.5 億円．

100.4億円となり，費用便益比B/C=4.4≧1.0となった． 

  
５．おわりに 

 

最新の需要予測手法と便益評価手法を用いて，この

LRT 化計画案，および鉄道廃止バス代替計画案に対す

る需要予測と費用対効果分析を行った．その結果，本

LRT 化計画案は社会経済的効率性が高いこと，事業採

算面でも持続可能であることが実証された． 
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現在の駅間輸送人員 ＬＲＴ化後の駅間輸送人員
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図－５ LRTの駅間利用需要 

 
新須屋駅乗

現況＋自動車からの転換

降
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図－４ 自動車から公共交通機関への転換需要 

表－５ 計測する便益項目 

便益 評価項目 

利用者便益 公共交通機関利用者の一般化費用の変化 
供給者便益 当該事業者の収益性の変化 

自動車利用者の所要時間の変化 
自動車利用者の走行費用の変化 

環境等 局所的環境の変化（NOx排出量，道路・鉄道騒音の

変化） 改善便益 
地球的環境の変化（CO2排出量の変化） 
道路交通事故の変化 

 
 


